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受益者から見たる荷為替信用状
取扱いにおける留意点 (II)
-1993年信用状統一規則を中心として一一
来住哲
前号で運送書類を 8形態にわけて，それぞれに適用されるべき信用状統一
規則の詳細な規定を参考にしながら，それぞれの運送書類について留意すべ
き点を述べたので，次にすべての運送書類に共通する問題を簡単に述べてお
こう。
(1) フレート・フォワーダー発行の運送書類
フレート・フォワーダー (FreightForwarder)とは簡単に言えば自己の
名で物品運送の取次ぎを行う運送業者をいうが，これには運送責任を引き受
けて運送証券を発行する者，小口貨物の混載をする者などがあり，多種多様
である。一般に運送手段を有していない倉庫業者や混載業者などのフレート
・フォワーダー（運送取扱業者）が発行する運送書類は運送手段を有する運
送人が発行する運送書類にくらべて信用度が低いため，銀行はこれを原則と
して受理しなかった。たとえば1974年信用状統一規則では信用状で特に認め
られていないかぎり，拒絶されることになっており 40)，また1983年統一規則
でも信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行はフレイト・フォワーダ
- (Freight Forwarder)によって発行された運送書類を拒絶する。ただし
FIATA発行の運送書類などは受理することになっている41)。さらに1993年
40) 1974年信用状統一規則 (UCP222)第19条。 なおこの規則では FreightFor-
warderではなく， Forwardingagentsという言葉を用いている。
41) 1983年信用状統一規則 (UCP400)第25条。
32(668) 第 40巻第 6 号
信用状統一規則も1983年統一規則の趣旨を踏襲し，原則としてフレイト・フ
ォワーダ一発行の運送書類は受理されないが，一定の要件を具備している場
合にはこの運送書類を受理することになっている。すなわち「信用状のなか
にほかに異なる権限が与えられていない場合には，銀行は，運送書類が，文
面上，①運送人としての，もしくは複合運送人としてのフレイト・フォワー
ダーの名称のあること，ならびに運送人としての，もしくは複合運送人とし
てのフレイト・フォワーダーにより署名され，またはその他の方法で認証さ
れていること，または②運送人の，もしくは複合運送人の名称のあること，
ならびに運送人の，もしくは複合運送人の指定代理人としてのフレイト・フ
ォワーダーにより署名され，またはその他の方法で認証されていることを示
しているとみられるフレイト・フォワーダー発行の運送書類にかぎり，これ
を受理する心」と規定している。
(2) 甲板積み (ondeck) 
信用状統一規則では「海上運送または海上運送を含む複合運送の場合にお
いて，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行は物品が甲板に積まれ
ている旨または甲板に積まれる旨を示していない運送書類を受理する43)」と
規定している。換言すれば甲板積みを明記している運送書類は受理されない
のである。しかし上述のような明記が運送書類になければ，銀行は物品が甲
板積みで運送される可能性を示す条項のある運送書類を受理する44)と規定し
ている。もちろん甲板積みについて何も明記していない運送書類は受理され
る。したがって受益者は物品の性質や形状などから甲板積みされることが明
らかな場合には， 信用状に甲板積み許容の文言を記載してもらうべきであ
り，また受益者が付保する場合には，在来船貨物であろうと，コンテナ貨物
であろうと，担保危険について注意して手配すべきであり 45)，買主もまた甲
42) 1993年信用状統一規則第30条。
43)同第31条 i。
44)同上。
45)拙稿「甲板積み貨物の損傷および代金支払拒絶と求償〔貿易取引をめぐるトラプ
ルの事例研究(34)〕」 JCAジャーナル第35巻第5号， 1988年5月刊を参照されたい。
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板積みについては慎重を期すべきである46)。なぜならば保険証券や保険証明
書に甲板積み約款 (ondeck clause)が記載されていると，貨物が船餡内
に稽み込まれることを前提として，全危険担保 (AllRisks)条件や分損担
保 (W.A.）条件で付保されていても，貨物が甲板積みに変更されたときは，
損害填補の範囲のいかんにかかわらず，保険の始期から分損不担保 (F.P.A.)
条件に，投荷，浪浚 (Jettisonand/or Washing Overboard; J.W.O.B.) 
の危険を担保した条件に改められることになるからである。
(3) 不知約款
コンテナ運送が盛んになり， FCL貨物 (FullContainer Load Cargo) 
の場合は，受益者（荷送人）またはその代理人が貨物をコンテナに詰め47)'
これを封印し，このコンテナ詰め貨物（実入りコンテナ）をコンテナ・ヤー
ド (ContainerYard) に搬入するため，運送人はコンテナを開けて点検し
ないかぎり，貨物の数量や重量などの明細がわからない。そのため運送人は
コンテナの中味のことについては知らないという不知約款を船荷証券に記載
し，責任を負わない旨を明記しておく必要が生ずる。しかし従来から船荷証
券の裏面に， 梱包の中味については運送人は知らないという内容不知約款
(Contents Unknown Clause)が記載されているから，殊更改めて不知
約款を記載する必要はないと考えられるかもしれないが，訴訟や仲裁になっ
た場合，法廷において果して裏面記載の不知約款だけで運送人が免責される
かどうか明確でないため，運送人はこのような裏面約款とは別に，船荷証券
の表面に “shipper'sload and count"（荷送人が詰めて数えたもので，運
送人責任なし），または “said.by shipper to contain"（荷送人が～が詰
められていると言っており，運送人責任なし）などの文言を記載し，運送人
は中味は知らない，すなわち責任を負わないことを明記している。したがっ
てこのような記載文言が船荷証券に記載されていると，仕向地でコンテナの
46)拙稿「甲板積み貨物の損傷と求償〔貿易取引をめぐるトラブルの事例研究(1)①〕」
JCAジャーナル第32巻第8号， 1985年8月刊を参照されたい。
47)これを shipper'spackという。
以(670) 第 40巻第 6 号
中味が船荷証券の記載と相違していた場合には，荷送人が船荷証券に記載さ
れている通りの貨物がコンテナに詰められたことを立証しないかぎり，荷送
人は運送人に損害賠償責任を負わすことはできない。
しかしこの不知約款は当事者間の挙証責任を転嫁するための文言であっ
て，物品または包装が瑕疵をもっていることを示すものではないので，船荷
証券を故障付 (Foul)にするものではないと考えられる48)。したがって信用
状統一規則も， 「信用状に異なる定めのないかぎり， 銀行は運送書類面に，
"shipper's load and count"もしくは ‘saidby shipper to contain"ま
たはこれと同趣旨の語のような条項のついている運送書類を受理する49)」と
規定している。
(4) 荷送人名
信用状に運送書類面の荷送人が指定されている場合は，それに従わなけれ
ばならないが，信用状の受益者が必ずしも荷送人になるとは限らない。たと
えば仲介貿易や譲渡信用状による取引などの場合には，信用状の受益者以外
の者が荷送人になることもある。信用状統一規則も， 「信用状にほかに異な
る定めのないかぎり，信用状の受益者以外の者を物品の荷送人として示して
いる運送書類を受理する50)」と規定している。
(5) 無故障運送書類
通常，信用状に Cleanon board ocean bills of lading, Clean negoti-
able multimodal transport bils of ladingまたは Cleanair waybill 
のように記載し，無故障運送書類 (Cleantransport document)が要求さ
れている。信用状統一規則では， 「無故障運送書類とは，物品および／また
は包装に瑕疵のある状態を明示している条項，または但し書 (notation)の
ついていないものをいう 51)」と定義し，さらに「銀行は，信用状が受理でき
48)新堀聰稿「ユーザーの立場から見た1993年版信用状統一規則 (UCP500)の考察
(7• 完）」 JCA ジャーナル第41巻第 8 号， 1994年 8 月刊， 25頁。
49)信用状統一規則第31条i。
50)同第31条ii。
51)同第32条a項。無故障の基準を物品と包装にだけおいて，数量の瑕疵については
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る条項または但し書を明確に定めていないかぎり，そのような条項または但
し書のついている運送書類を受理しない52)」と規定している。したがって信
用状に無故障運送書類を要求する必要はないから， 信用状が Clean（無故
障）という語をつけないで，単に Billof Lading（船荷証券）， Multimodal
Transport Document（複合運送書類）または AirWaybill（航空貨物運
送状）を要求している場合53)でも，受益者は無故障の運送書類を呈示しなけ
ればならない。
なお信用状に記載されている運送書類についての文言たとえば Fullset 
of clean on board ocean bils of lading, made out to order of shipper 
and blank endorsed, and marked "Freight Prepaid" and "Notify 
Applicant"（荷送人の指図式に作成され， 白地裏書され． かつ運賃支払済
で．着荷通知先として発行依頼人が記載されている無故障船積海上船荷証券
の全通）という文言や negotiablemultimodal transport document is-
sued to the order of XXX ・ ·…• （何某の指図式で発行された流通式複合運
送書類）または Cleanair waybill consigned to XXX…... （何某を荷受
人とする無故障航空貨物運送状）などが記載されているが．受益者はこれら
の内容をよく把握し．適確な運送書類を呈示することができるかどうかを点
検しなければならない。
なお toorder of shipper（荷送人の指図式）または toorder of L/C 
issuing bank（信用状発行銀行の指図式）もしくは toorder of buyer 
触れられていないが，運送書類に1カートン不足 (onecarton short)と記載され
ている場合，無故障と言えるであろうか。
52)同第32条b項。上例のような場合，信用状統一規則第15条（銀行免責）で処理さ
れるといわれるかもしれないが，銀行はこのような文言のある運送書類を買い取る
であろうか。現行の実務ではそのままではまず無理であろう。
53)国際商業会議所 (ICC)では， 標準荷為替信用状書式を掲げ． その中で Clean
を省賂し． Multimodal Transport Document issued to the order of……… 
……••••••という文言で運送書類を要求している例を記載している（国際商業会議所
日本国内委員会「UCP500のための荷為替信用状取引の手引き」および「UCP
500のための標準荷為替信用状関係書式」を参照）。
36(672) 第 40巻第 6 号
（買主の指図式），あるいは (Consigned)to buyer（買主の記名式）など荷
受人の記載文言によって流通性や担保性が異なるので注意すべきである 54)0
特に荷送人の記名式を除き，運送書類を記名式に作成したときは，売主（受
益者）はきわめて不利になることを忘れてはならない55)。この点については，
前述した航空貨物運送状 (AirWaybill)や海上貨物運送状 (SeaWaybill) 
を取り扱うときに，特に注意を要する。
(6) 運賃未払い／前払いの運送書類
売買条件が CIF系統や揚地系統の条件である場合は，通常，売主は仕向
地までの運賃を支払い，運賃支払済 (FreightPaid)を明記した運送書類を
入手し，これを買主に提供するのであるが，信用状に売買契約と異なって運
賃着払い (FreightCollect)と記載されていたり， また運賃控除 (deduc-
tion for freight ; Less allowance for freight)と記載されていたり，そ
の他なんらかの事情で運賃が未払いになっている場合には， 運賃着払いを
明記した運送書類を買主に提供するとともに， 商業送り状 (Commercial
invoice) の原額 (originalamount)から運賃だけを差し引いた金額の送
り状でもって代金を請求する。
信用状統一規則では， 「信用状にほかに異なる定めのないかぎり， または
信用状に基づいて呈示された書類のいずれとも矛盾のないかぎり，銀行は運
賃（運送費および運送諸掛）が未払いであることを明示している運送書類を
54)詳細は拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(I)・(II)」関西大学商学論集第
2巻第1号および第2号， 1957年刊， William S. Shaterian, Export-Import 
Banking, 1956, 2nd ed., pp. 114-121, 新堀聰著『貿易売買入門』新装4版，昭
和50年， 75~79頁，同著「貿易売買」平成2年， 98頁注1，和島雄三稿「信用状条
件と船荷証券の荷受人の記載文言について」国際金融703号， 34~44頁， 拙稿「船
荷証券面の荷受人の記載文言〔貿易取引をめぐるトラブルの事例研究 (33)〕JCA
ジャーナル第35巻4号， 1988年4月刊を参照されたい。
55)詳細は拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(I)・(II)」関西大学商学論集第
2巻第1号および第2号， 1957年刊， WilliamS. Shaterian, Ibid., pp. 112~114 
頁，新堀聴著「貿易売買」 204~206頁を参照されたい。
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受理する56)」と規定し，信用状に運賃着払いの運送害類が求められていない
かぎり，また信用状に基づいて呈示された書類のいずれとも矛盾しなけれ
ば，銀行は運賃未払いの運送書類を受理することになっている。
また運賃支払済もしくは運賃前払いの運送書類を信用状が求めている場合
は， 銀行は運賃支払済もしくは運賃前払いの文言がスタンプなどで表示さ
れているか， または運賃が運賃支払済欄に記載されておればよい57)。なお
"freight prepayable"もしくは “freightto be prepaid"などの文言は運
賃支払済を証明するものとは認められない58)。また積込み，荷揚げなど運賃
に追加される費用についてのスタンプもしくはその他による付記のある運送
書類を受理することになっている59)0 
3)保険書類
信用状には，通常，保険に関して受益者（売主）または買主が付保するか
が明確化されており， CIF系統 (C&Fを除く）や CIPまたは ExShip 
などの揚地条件の場合には， 次のような文言たとえば Marineinsurance 
policy or certificate in duplicate, endorsed in blank, for 110% of 
the invoice cost including : The Institute Cargo Clauses (All Risks), 
The War Clauses, the Institute Strikes Riots and Civil Commotions 
Clausesまたは InsuranceCertificate covering the Institute Cargo 
Clauses and the Institute War and Strike Clauses for 110% of the 
invoice value endorsed to The French Importer Co.60)などが記入さ
れており，保険書類（保険証券または保険証明書など）の呈示が求められて
56)信用状統一規則第33条a項。
57)同第33条b項。
58)同第33条c項。
59)同第33条d項。
60) ICC著国際商業会議所日本委員会訳「UCP500のための荷為替信用状取引の手
引き」 40頁。しかしこの条項は損害填補条件が不明確なため，あまり良い例とはい
えない。
38(674) 第 40 巻第 6 号
いる。なお FOB系統や CPTまたは C&F条件の場合にはこのような文
言は記入されていない。
(1) 呈示されるべき保険書類
1983年統一規則 (UCP400)では信用状に明記されている保険書類を呈示
する必要があった61)が， 1993年統一規則 (UCP500)ではこの規定は削除さ
れたため，保険証券か保険証明書というよりは，「保険書類は， 文面上， 保
険会社もしくはアンダーライターまたはそれらの代理人によって発行され，
かつ署名されたとみられるものでなければならない62)」とされ，保険書類の
発行者および署名者が誰かに注意を払わなければならなくなった。
また保険証券や保険証明書のほかに， 保険仲立人 (InsuranceBroker) 
がカバー・ノート (CoverNote)を発行することがあるが， これは保険仲
立人が保険契約者の依頼通りの条件で保険の手配を行ったことを明らかにす
るために発行する保険引受書で，保険者が保険契約者と直接保険契約を締結
したときに発行する Insurer'sCover Noteとは異なる。 したがって In-
surance Broker's Cover Noteだけでは保険契約の証拠とならないため，信
用状統一規則も「保険仲立人により発行されたカバー・ノートは，信用状に
特に認められていないかぎり受理されない63)」と規定している。しかし日本
では，現在のところ，保険プローカーという制度はないから，仮に信用状に
Insurance Broker's Cover Note acceptableと記入されていても，この
ようなカバー・ノートは実際には呈示できないから，信用状の訂正をしてお
かなければならない。
さらに包括予定保険契約に基づく場合，信用状にほかに異なる定めのない
かぎり，保険会社もしくはアンダーライターまたはそれらの代理人によって
事前署名された保険承認状64) (Insurance Certificate)または通知書 (De-
61)第35条 a項。
62)第34粂a項。
63)同第34条c項。
64)保険証明書 (Certificateof Insurance)ともいわれ，同義語である。
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claration)は受理されることが UCP500に明記された65)。しかしこれは従
来から欧米や日本でも行われていたものを明文化したものに過ぎない。また
信用状に包括予定保険契約に基づく保険承認状または通知書を明確に要求し
ている場合でも， それらに代って保険証券が受理される66)ことになってい
る。
また保険書類の日付は運送書類の日付よりも以前の日付でなければならな
い。なぜならば保険書類の日付から保険者の危険担保責任が開始されるとす
るならば，積込日から保険書類の日付までの間は無保険状態となり，その間
の保険事故については保険者は損害を填補しないからである67)。信用状統一
規則も「信用状にほかに異なる定めのないかぎり，または保険による担保が
遅くとも物品の積込日もしくは発送日もしくは受取日から有効であると保険
書類からみられないかぎり，銀行は，当該運送書類に示されている積込日も
しくは発送日もしくは受取日よりあとの発行日のついている保険書類を受理
しない68)」と規定している。
さらに保険書類の表示通貨について， 信用状統一規則では， 「信用状にほ
かに異なる定めのないかぎり，保険書類は信用状と同一の通貨で表示されな
ければならない69)」と規定しているから，米ドル建ての信用状の場合には，
要求されている保険書類も米ドルで表示されていなければならない。
最後に最低付保金額については， CIF価額または CIP価額が書類の文面
から確定できる場合は， 信用状にほかに異なる定めのないかぎり， CIF価
額または CIP価額に， それぞれ 10％を加算した金額とされている。 しか
しUCP500では UCP400と異なって，これらの価額が確定できない場合
は，銀行は，信用状に基づいて要求される支払い，引受けまたは買取りの金
65)信用状統一規則第34条d項。
66)同上。
67)詳細は拙稿「積込日以後の日付の保険書類の拒絶〔貿易取引をめぐるトラプルの
事例研究(5)⑧〕」 JCAジャーナル第32巻第12号， 1985年12月刊を参照されたい。
68)信用状統一規則第34条e項。
69)同第34条f項 i。
40(676) 第 40巻第 6 号
額の110％か，または送り状の総額の110%のいずれか大きい方の金額を当該
最低付保金額として認める70)と改訂されたので，受益者は注意を要する。し
かし実際には，信用状に保険書類を要求している場合は，付保金額について
通常， for110彩 ofthe invoice costなどの表示がなされているから，受
益者はこの指図に従って付保すればよい。
なお保険書類の原本 (Original)が2通以上で発行されている場合は，信
用状にほかに異なることを認めていないかぎり，その原本全通を呈示しなけ
ればならない71)。このことは実際には従来からなされていたもので，目新し
いものではなく， UCP500ではそれを明文化したに過ぎない。
(2) 保険条件の種別と追加危険
信用状には，必要とする保険条件の種別，またもし付保すべき追加危険が
あれば，それらをも明記すべきである 72)とされている。信用状には，通常，
保険条件の種別として， InstituteCargo Claus蕊〔AllRisks or W.A., 
or F.P.A.〕（協会貨物約款〔全危険担保，または分損担保もしくは分損不担
保〕）などのいずれかが記載されており，また付加危険として InstituteWar 
Clauses（協会戦争危険担保約款）， Institute Strikes Riots and Civil 
Commotions Clauses（協会同盟罷業騒擾暴動担保約款）などが記載され
ている。また時には保険条件の種別として， Institute Cargo Clauses (A) 
or (B) or (C)（協会貨物約款(A)，または(B)もしくは(C)）などのいずれかが記載
されており，また付加危険として InstituteWar Clauses（協会戦争危険
担保約款）， Institute Strikes Clauses（協会ストライキ危険担保約款）な
どが記載されているので，受益者はその指図に従って保険の手配をすればよ
い。なお信用状に “usualrisks"のような不正確な用語が使用されている
場合，また信用状に明確な規定がない場合は，銀行は，担保されていないど
のような危険に対しても責任を負うことなく，呈示された通りの保険書類を
70)同第34条f項i。
71)同第34条b項。
72)同第35条a項。
受益者から見たる荷為替信用状取扱いにおける留意点 (II) （来住） （677)41 
受理する73)ことになっている。
なお信用状に免責歩合不適用条件 (irrespectiveof percentage ; iop)で
付保することが特に明記されていないかぎり，銀行は，担保条件が免責歩合
(franchise)または控除免責歩合 (excess-deductible)の適用を受けるこ
とを示している保険書類は受理する74)ことになっている。しかし協会貨物約
款〔全危険担保）では免責歩合の適用はないし，協会貨物約款(A),(B),(C)と
も免責歩合に関係なしに損害は填補されるから， 分損担保 CW.A.)条件を
除いてはあまり問題はないであろう。
以上のように，受益者は信用状に明記されている保険書類についての条項
を熟読し，呈示すべき保険書類とその通数，保険書類の日付，保険書類の表
示通貨，最低付加金額，保険条件の種類と追加危険などに注意を払い，信用
状条件に合致した保険書類を呈示するよう努めるべきである。
4)その他の積出書類
主要船積書類である商業送り状，運送書類および保険書類のほか，付属書
類として領事送り状(ConsularInvoice)，税関送り状(CustomsInvoice), 
原産地証明書 (Certificateof Origin)，包装明細書 (PackingList)，容積
重量証明書 (Certificateand List of Measurement and/or Weigh,t), 
検査証明書 (InspectionCertificate)および衛生証明書 (Certificateof 
Health)などが要求されることがあるが，時には入手しえないような書類
を信用状に記載されている場合があるので，注意を要する。
なお前述の商業送り状，運送書類および保険書類以外の書類たとえば包装
明細書や検査証明書が要求される場合には，信用状にそのような書類の発行
者およびその書類の文言または記載内容を明記すべきである75)とされている
から，信用状がそれらを明記しているならば，受益者はそれらに合致して書
73)同第3沼註項およびb項。
74)同第35条c項。
75)同第21条。
42(678) 第 40 巻第 6 号
類を作成し，呈示すればよい。しかし信用状がそれらを明記していない場合
には，その書類の記載内容が呈示された他の要求書類と矛盾しないことを条
件として，銀行は呈示された通りの書類を受理する76)ことになっている。
最後に①複写機器，自動機器またはコンビュータ機器および③カーボン・
コピーによって作成されたかまたは作成されたとみられる書類は，信用状に
ほかに異なる定めのないかぎり，その書類に原本 (Original)としての表示
があり，かつ必要な場合には署名がなされたとみられるならば，銀行は原本と
して受理してくれる77)ことを付け加えておこう。なお書類への署名は手書き
のほか，ファクシミリ署名，せん孔署名，スタンプ，シンボルまたはその他
の機械的もしくは電子的認証方法による署名でもよいことになっている78)0 
5)書類の発行日と信用状の日付
信用状取引では，受益者（売主）は通常，信用状接受後，当該信用状に基
づいて呈示書類を入手・作成するから，呈示書類の日付は信用状の日付より
も後の日付になっているのが普通である。しかし契約などの関係で，信用状
接受前にすでに用意できている場合があったり，また信用状の到着が遅いた
め，すでに手配済みの場合もあったりするので，銀行は信用状にほかに異な
る定めのないかぎり，そのような書類が信用状および信用状統一規則に定め
る期限内に呈示されることを条件として，信用状の発行日より前の発行日の
ついている書類を受理する79)ことに留意すべきである。
7. 信用状金額
受益者は信用状金額が契約金額を十分カバーしているかどうかを点検しな
76)同上。
77)信用状統一規則第20条b項。
78)同上。
79)信用状統一規則第22条。
受益者から見たる荷為替信用状取扱いにおける留意点 (JI) （来住） （679)43 
ければならない。信用状は，通常，契約金額を十分カバーした金額で開設さ
れるが，時々カバーされていないことがある。信用状に単価および数量が明
記されていなければ，信用状金額が全量をカバーしていなくても，受益者が
信用状の金額の範囲内で約定品を積み出せば，余剰品の何彩かは損失になる
であろうが，荷為替取組には支障をきたさないであろう。しかし信用状に単
価および数量が明記されており，しかも分割積出し禁止の文言があり，契約
数量を一度に積み出すことを要求している場合に，受益者が信用状に明記さ
れている数量を全量積み出したならば，信用状金額をオーバーすることにな
り，信用状条件に違反しているとして手形代金の支払いは拒絶されることに
なる。また分割積出し許容の文言があり，信用状金額の限度一杯まで積み出
しても数量不足となり，手形代金の支払いは拒絶される80)。わかりやすく言
えば，数量を条件通り積めば金額が足らなくなり，金額を守れば数量が足ら
なくなるということである。 しかし信用状金額の前に “about","approxi-
mately", "circa"またはこれと類似の表現があれば，数量や単価の場合と同
じ<,10彩の過不足が認められている81)。
なお従来， 分割積み禁止の信用状で， 信用状金額が余り過ぎているのは
short drawingではないかという問題が起こったが， 実際にはこのために
手形代金の支払拒絶をされたという例はほとんど聞いたことはない。また
UCP 500では， 分割船積みを禁じている信用状が，ほかに異なることを定
めていないかぎり，信用状に記載の全数量が船積みされていること，および
単価が減額されていないことを条件として，使用金額について 5彩以内の不
足は許容される82)という新しい規定を加え，信用状金額の使い残りの許容幅
を設けたので， short drawingの問題についてはほぽ解決されるのではな
かろうか。
80)拙稿「輸出業者の立場より見たる商業荷為替信用状取扱上の問題点(2)」関西大
学経済論集第5巻第7号注(46)，昭和30年1月刊および道田信一郎著「国際取引と
法」平成2年， 125~127頁を参照されたい。
81)信用状統一規則第39条a項。
82)同第39条c項。
44(680) 第 40巻第 6 号
8. 引渡数量
1)契約数量と引渡数量の一致
物品売買取引においては，商慣習や特約のある場合を除いて，契約数量と
引渡数量が合致することが必須の条件であるが，信用状取引においても，物
品の種類による若干の例外を除いて，信用状に記載されている数量と引渡数
量（実際には商業送り状などに記載されている数量）が合致していなければ
ならない。しかし生産・製造上の支障．大量貨物の運送中における減量，積
込作業中の飛散，漏失，また液体商品のように商品の性質により運送中また
は保管中における自然減量などによって契約数量と引渡数量が合致しない場
合がある。もちろん天産物など商品によっては，数量過不足 (moreor less) 
許容の慣習があるものもあるが．契約数量と引渡数量が合致しなかったため
に起こった紛争は極めて多い83)0 
現行でも信用状に数量が10,000個と明記されているだけで， ‘‘more or 
les'’ や “about’'などの概数表示語がなく， また分割積み (Partialship-
ment ; Instalment shipment)が許容されていない場合が多い。 このよう
な場合，船積数量が契約数量または信用状に記載されている数量(10,000個）
を上回ったり，下回ったりしたときは，信用状条件に違反したことになり，
代金回収に支障をきたすことになる。
英国では英国動産売買法 (Saleof Goods Act, 1893, 1979年に改訂）第
30条で数量過不足の問題を取り扱っており 84)，また米国でも米国統一商法典
(Uniform Commercial Code ; UCC)に同様の規定(§2-601)がある。
83) Michael Mark, Chalmers'Sale of Goods Act., 1979, 18th ed., 1981, pp. 
181~183; P. S. Atiyah, The Sale of Goods, 7th ed., 1985, pp. 94~99を参
照されたい。
84)詳細は来住哲二稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(II)」関西大学商学論集
第35巻第 2 号， 199~6 月刊， 9 頁。
受益者から見たる荷為替信用状取扱いにおける留意点 (]1) （来住） （681)絡
また仏国においても，売買取引上，買主への引渡数量は契約数量と合致して
いなければならない85)としている。
なお契約数量にくらべて引渡数量がわずかに多く，その超過数量分の代金
も含めて代金請求をしたため，売主に不利な判決を下された例があるし，ま
た， わずかに超過した数量分は代金請求をしなかったため， ‘‘De rninimis 
non curat lex"（法は些事に関せず）の原則が適用され， 売主に有利な判
決を下されたこともある 86)0 
しかし信用状に “about"または ‘‘moreor less"のような過不足許容文
言が記載されており，また分割積みが許容されておれば，このような問題は
かなり解決されるであろう。
2)数量過不足許容文言
前述のことからわかるように，受益者は信用状に数量過不足許容文言を付
加してもらうことによって，契約数量よりも多く積むことも，また少なく積
むことも可能になるので，信用状を接受すれば，数量過不足許容文言が記入
されているかどうかを点検すべきである。
英国では “about","approximately’'または “moreor less"などの概
数表示語について，何飴まで過不足を許容するかは確定していない。過不足
の許容限度は売買当事者の合意に基づく場合もあり，また商品の性質や商慣
習によって了解されている場合もある。しかし英国も信用状統一規則を採択
しているから， 信用状に前述の概数表示語があれば， 10形の過不足 (more
or less)を認めることになる。
しかしながらこの許容限度は信用状取引において，手形買取銀行 (Nego-
tiating Bank)や信用状発行銀行 (IssuingBank ; Opening Bank)が荷
為替手形の買取りや支払いの際に，信用状に記載の数量（通常，契約数量）
85) J. Heenen, Vente et Commerce Maritime, 1952, p. 236。
86)拙稿「契約数量を上廻わる約定品の引渡し（貿易取引をめぐるトラプルの事例研
究(31)〕,JCAジャーナル第35巻第2号， 1988年2月刊を参照されたい。
46(682) 第 40巻第 6 号
と呈示された船積書類に記載の数量とが合致していない場合に，どの範囲ま
でなら許容できるか，換言すればこれらの銀行の手形買取りや支払拒絶の判
断基準を定めたものに過ぎない。したがってこの過不足許容の範囲は信用状
なしの取引の場合にそのまま適用することはできないし，また売買契約にお
ける売主および買主の権利・義務などを規定したものではないから，売買契
約の履行の場合にも，その過不足許容の範囲は適用されないことに注意すべ
きである。しつこく言えば，信用状と売買契約は別個の取引であるというこ
とである。
また仏国では “about"や ‘‘approximatelyに該当する用語として “Env-
iron’'が用いられているが，この用語による過不足の許容限度は売買契約書
の記載文言の解釈，売買当事者の合意，商慣習および商品tょどによって決ま
る。判決によって示されたものもある87)が，売買取引において一般に認めら
れていたのは 5彩ないし10彩であった8)。しかし仏国も信用状統一規則を採
択しているので，現行の信用状取引では，信用状統一規則に準拠して10彩の
過不足を認めている。
さらに信用状統一規則 (UCP500)では， 「信用状の金額または信用状に
記載される数量もしくは単価について使用される “about","approximate-
ly", "circa"の語， またはこれと類似の表現は， それらが関係する金額ま
たは数量もしくは単価に対して10彩を超えない過不足＜増減＞を許容してい
るものと解される89)」と規定し， 数量の前に “about"などが記載されてい
る場合には， 10彩を超えない過不足 (10彩 moreor 10彩 less90)）が許容さ
87)拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点 (II)」関西大学商学論集第35巻第2
号． 1990年6月刊． 12頁を参照されたい。
88) Adrien Gaubert, Les Ventes Maritimes, 1912, p. 180 Note (2) and p. 
334。また J.Heenenは10％としている (J.Heenen, op. cit., p. 236)。
89)信用状統一規則第39条a項。
90) 1951年信用状統一規則では 10彩 moreor lessとなっていたが， これによると
増減各10%なのか，増減合わせて10形なのかという曖昧な点が生ずることがあるの
で，それを避けるために， 1962年信用状統一規則から 10劣 moreor 10彩 les と
受益者から見たる荷為替信用状取扱いにおける留意点 (II) （来住） （683)47 
れている。なお ‘about” などの用語は数量だけではなく， 信用状の金額お
よび単価にも適用されるが， その適用は付された項目にのみ行われる91)0 
たとえば信用状に abt.10,000 pcs.とだけ記載されているときは，数量の
み10彩の過不足は認められているが，金額や単価には10形の過不足は適用さ
れないのである。それゆえに数量過不足が許容されていても，信用状金額と
の関係もあって，数量の超過は実際にはむつかしく，もっばら不足の場合に
利用されることが多い。 したがって数量の前に abt.という概数表示語を付
けてもらうなら， 信用状金額の前にも abt.という概数表示語を付けてもら
うべきである。
なお穀物，鉱石および液化物などは契約数量と引渡数量が合致することは
むつかしいので，商慣習または特約によって若干の過不足を許容するか，ま
たは売買契約書に数量の過不足の許容限度を記載している。信用状取引にお
いてもこの点なんら変わりはないので， 信用状統一規則も， 「信用状が明記
された物品の数量に過不足があってはならないと定めていないかぎり， 5% 
以内の過不足が許容される。ただし使用金額が信用状金額を超えないことを
常に条件とする。この過不足は信用状が包装単位または個々の品目の数を記
載することによって数量を定めているときには適用されない92)」と規定し，
限定条件をつけて 5％以内の過不足を許容している。しかしこの規定はあく
までも信用状取引の場合に適用されるものであって，信用状なしの取引の場
合や売買契約の履行の場合に，そのまま適用されるものではないことに注意
すべきである。
して過不足の増減にそれぞれ10％の幅があることを明らかにした（小峯登著『信用
状統一規則（下）」昭和42年， 342頁）。 1974年， 1983年および1993年の信用状統一
規則もこの表現を踏襲している。
91)信用状統一規則第39条a項。
92)同第39条b項。
総 (684) 第 40巻第 6 号
9. 分割船積み（積出し）
分割船積み (Partialshipment ; Instalment shipment) とは約定品を
数回に分割して時間的間隔をおいて積み出すことをいい，分割積みとも割積
みとも分割積出しともいわれている。分割船積みは買主が資金の関係や需要
者側の消費能力などを勘案して約定品の引渡しを長期にわたって受けるほう
が有利である場合に求められることが多いが， 売主（受益者） も生産， 製
造，集荷ならびに金融上の理由から一度に約定品の全量を積み出すことがむ
つかしいと思われる場合に，分割船積みを求めることがある。このような場
合には売主は売買契約書や売約書に分割船積み許容 (Partialshipments 
are allowed.）という文言を記載するとともに，信用状にもそのような文言
を記載してもらうよう，買主に依頼すべきである。
信用状統一規則では， 「分割使用および分割船積み（積出し）は， 信用状
．がほかに異なることを定めていないかぎり許容される93)」と規定し，信用状
に分割船積み不許容 (Partialshipments are not allowed.）または禁止
(Partial shipments are prohibited.）の規定のないかぎり，分割船積みを
認めている。したがって分割船積み許容の場合はもちろんのこと，分割船積
みについてなんら記載されていない場合も分割船積みは許容である。なお英
国物品売買法では， 「他に同意なきかぎり， 物品の買主は分割による物品の
引渡しを受諾する義務はない94)」と規定し，分割船積みを許容するという記
載がないかぎり，分割船積みを認めていない。しかし英国も信用状統一規則
を採択しているので，信用状なしの取引の場合は，許容の規定がなければ分
割船積みを認めないということになるが，信用状取引の場合は禁止規定のな
いかぎり，分割船積みは許容されるということになる。さらに信用状取引の
場合でも，信用状統一規則の規定をそのまま売買契約面にまであてはめるこ
93)同第40条a項。
94) Sale of Goods Act (SGA), 1979,第31条(1)。
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とはできないので，売買契約書にも異なる記載のないかぎり分割船積みは許
容される旨を記載しておくべきである。
また受益者は出荷の都合で，約定品を分割して同一船舶に同一場所で，ま
たは異なった場所で船積みしなければならないこともある。 このような場
合，分割船積みとみなされるのであろうか。信用状統一規則では，「文面上，
船積み（積出し）が同一の運送手段によりかつ同一の運送航程のためになさ
れたことを示しているとみられる＜複数の＞運送書類は，それらが同一の仕
向地を示していれば，たとえそれらが異なる船積（積出）日および／または
異なる船積地， 受取地もしくは発送地を示していても， 分割船積み（積出
し）を表すものとはみなされない95)」とし，また「郵便またはクーリ工業者
によってなされた＜複数の＞積出しは，もし数通の郵便小包受領書もしくは
郵送証明書またはクーリ工業者の受頒書もしくは発送書が信用状に定められ
た物品が発送されることになっている場所において，かつ同一の日付により
スタンプ，署名またはその他の方法で認証されたとみられる場合には，分割
積出しとはみなされない96)」と規定し，分割船積みとみなされない特例を定
めている。
さらに分割船積みの場合，各船積みは別個の契約とみなされる (Each
shipment shall be regarded as a separate contract)かどうかについて
は，信用状統一規則では「所定期間ごとの分割船積みが信用状に定められて
いて，かつそのどれかの分割部分がその許容期間内に船積みされなかったと
きは， 信用状にほかに異なる定めのないかぎり， 当該信用状は， その分割
部分およびそれ以後のどの分割部分についても効力を失う切」と規定してい
る。したがって特約のないかぎり，各船積みは別個の契約とみなされない98)
95)信用状統一規則第4⑱足b項。
96)同第40条c項。
97)同第41条。
98)詳細は拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(JI)」関西大学商学論集第35巻
第2号， 1990年6月刊， 17~18頁，および拙稿「分割積みとその不履行〔貿易取引
をめぐるトラプルの事例研究(37)〕」 JCAジャーナル第35巻第8号， 1988年8月刊
を参照されたい。
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ことに注意すべきである。
以上，受益者は信用状を接受したら，分割船積みが禁止されていないか，
また分割船積みが求められている場合には，分割船積みについての取扱いに
ついて注意を払うべきである。
10. 船積期限と契約の履行
受益者は約定品の船積期限や信用状の有効期限が契約を履行するのに十分
あるかについて点検すぺきである。なお信用状の有効期限については次節で
述べることにして，ここでは船積期限について述べることにする。
1)船積みの意義
信用状統一規則では，「‘‘shipment’'という表現は， “loadingon board", 
"dispatch", "accepted for carriage", "date of post receipt", "date of 
pick-up’'およびこれらと同様の表現ならびに複合運送書類を要求する信用
状の場合の “takingin charge"の表現をも含むと解される99)」と規定し，
船積み（積出し） （shipment)という語句には船舶への積込み，発送，運送
のための物品の引受け，複合運送における物品の受取りなどを含むものと解
している。したがってその立証書類としての運送書類も異なってくる。
船積みについて最も注意すべきことは貨物の引渡しの履行期日すなわち貨
物の船積期限の問題である。現行では輸出地の船積時期をもって引渡時期と
みるのが慣例となっているから，通常，売買契約はもちろん，信用状におい
ても船積期限が明記されている。
受益者は船積期限内に契約を履行しなければならないが，もし船積期限内
に契約を履行しなければ， 買主は物品の引取りを拒否する権限をもってい
る。受益者は契約期間より遅く船積みすることはもちろんのこと，契約期間
よりも早く船積みすることも契約違反とみなされる。
99)信用状統一規則第4彩紀1項。
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それでは船積時期に対する早積みまたは積遅れは何を基準にして判断され
るのであろうか。契約期間内に船積みしたか否かの立証は運送書類の日付に
よってなされるのが現慣行であるが，信用状統一規則では運送書類を 8形態
にわけて詳細な規定がなされており， 「運送書類の発行日は積出しの日と解
される100)」という UCP400の規定は UCP500では削除されてしまった。
2)船積期限の明示方法
信用状統一規則では船積期限を明示する規定はないが，実際には通常，船
積期限についてなんらかの表示がなされている。たとえば① Latestdate 
for shipment/dispatch/taking in charge（船積み，発送，受取りの最終
日）は何年何月何日と明示しているもの，またRShipment not later than 
(date)または EvidencingShipment by (date)のように船積みの履行期
限を明示しているもの，さらに⑧ Fullset of clean on board ocean bills 
of lading dated not later than (date)のように船荷証券の日付で船積み
の履行期限を示しているものもある。
なお信用状の有効期限のみが記載され，船積期限の明示がない場合もある
が，この場合は信用状の有効期限をもって船積期限とみなされる。
次に急速な船積みを意味する「直積み」 (Promptshipment, Immediate 
shipment)という用語は使用すべきではなく， もし使用されていても銀行
はそれらの表現を無視するとしている 101)0
また Shipmentis to be effected on or about (date)のように，「“on
or about’'またはこれと類似の表現が使用されている場合，銀行は，それら
の表現を，明記された日の 5日前から 5日後までの期間内に船積み（積出し）
が行われるぺき旨を定めたものであり，その両端の日を含むと解釈する 102)」
とされている。
100) 1983年信用状統一規則 (UCP400)第5領a迂頁。
101)信用状統一規則第46条b項。
102)同第46条c項。
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3)日付用語
船積日または期間に関連して，日付用語について簡単に触れておこう。
信用状において船積（積出）日や船積期間に適用される “to","until", 
"til", "from"およびこれらと類似の意味の語は記載された日を含むものと
解され103>, "after’'という語は記載された日を除外するものと解されてい
る104)。 また現行の信用状ではほとんどみられないが， 日付文言である月の
"first half", "second half"の用語はそれぞれ各月の「 1日から15日まで」
および「16日から月末まで」とし，両端を含むものと解されている105)。さら
に月の “beginning","middle’'または “end"の用語はそれぞれ各月の「 1
日から10日まで」，「11日から20日まで」および「21日から月末まで」とし，
各両端の日を含むものと解されている 106)0 
なお船積みの最終期限すなわち最終船積日が休祭日であっても，その日ま
でに船積みしなければならず，信用状の有効期限や書類の呈示期間の最終日
が休祭日である場合のように延長されるものではないことに留意すべきであ
る107)。
1. 信用状の有効期限と契約の履行
1)信用状の有効期限と書類の呈示場所
銀行は無限に信用供与を行うものではないから，信用状には有効期限が明
示されていなければならない。信用状統一規則も， 「すべての信用状は有効
103)同第47条a項。
104)同第47条b項。なお詳細は拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(I)」関
西大学商学論集第34巻第5号， 1989年12月刊， 20~21頁を参照されたい。
105)同第47条c項。
106)同第47条d項。
107)同第44条b項。
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期限を定めなければならず， さらに支払い， 引受けのための書類の呈示場
所，または自由に買取可能な信用状を除いて，買取りのための書類の呈示場
所を定めなければならない108)」と規定し，発行銀行に有効期限 (Expiry
date)を明記することを義務づけている。
通常，（1)Expiry date of Credit : XXXXというように信用状の有効期
限をその該当欄に記載しているもの， （2) Draft must be presented for 
negotiation not later than·……••というように手形呈示期限を記載してい
るもの，この場合は手形呈示期限が信用状の有効期限である。さらに13)信用
状の有効期限と最終船積日が記載され，かつ特別条件として Documents
must be presented for negotiation within ~ days after the on board 
date of bils of lading, but within the credit validity.のように，書
類は船荷証券の船積日後何日以内ただし信用状の有効期限内に買取りのため
に呈示しなければならないと記載されている信用状を多く見受けるが，この
場合は信用状の有効期限に注意するだけでなく，船積日と書類呈示日を念頭
において処理しなければならない109)0 
なお有効期限に関連して，有効期限の満了場所または書類の呈示場所につ
いても注意を払う必要がある。通常，受益者の地にある銀行の所在地が多い
が，時には発行銀行の所在地になっていることもあり，その場合には受益者
は郵便日数を勘案して荷為替手形を取り組まなければならないからである。
2)書類の呈示期限
受益者は信用状の有効期限前または書類の呈示期限前に書類を呈示しなけ
ればならない110)から， 信用状を接受すれば， すぺての点において要求と合
致しているかを精査すべきである。
108)同第42条a項。
109)詳細は拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点（I)」関西大学商学論集第34
巻第5号， 1989年， 12月刊， 17~18頁を参照されたい。
110)信用状統一規則第42条b項。
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書類の呈示期限については，信用状に書類呈示のための有効期限を定める
ほか，運送書類を要求する信用状には，船積（積出）日後の特定の期間をも
定めるべきである Ill)。 このような信用状を接受した受益者は信用状の有効
期限だけでなく，船積日および書類の呈示日にも注意すべきことは既に述べ
た通りである。もしそのような特定の期間の定めのない場合には，銀行は船
積（積出）日後21日を過ぎて呈示された書類は受理しないことになってい
る112)0 
さらに信用状の有効期限や書類の呈示期限の最終日が銀行の休業日にあた
るときは，その期限はそのような休業日後の当該銀行の最初の営業日まで延
長される 113)。 たとえば信用状の有効期限の最終日である 1月15日が休業日
であるときは， 1月16日まで延長されるということである。ただしこの休業
は日曜日や祝祭日のような法律上または慣習上，銀行の休業日と認められる
日をいい，天災，騒擾，ストライキなどによる業務の中断から生じた銀行の
休業日は含まれない。
12. 手形買取銀行指定信用状と手形買取無指定信用状
信用状に手形買取銀行 (NegotiatingBank)が指定されていないか， す
なわち手形買取無指定信用状 (OpenCredit ; General Credit)であるかど
うかを点検する。手形買取銀行無指定信用状の場合は，受益者が外貨手形に
よる決済を行うとき，手形買取地で最も有利な為替相場で外貨手形を買い取
ってくれる銀行に手形の買取りを依頼できるから，受益者にとっては有利で
ある。これに対し，手形買取銀行が特定の銀行に限定されている，いわゆる
手形買取銀行指定信用状 (RestrictedCredit)の場合は， 前述のような特
典はなく，また指定銀行以外の銀行がたとえ手形を買い取っても保談されな
111)同第43条a項。
112) I司上。
113)信用状統一規則第44条a項。
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いから，通常，このような信用状に基づく手形の買取りには応じない。
また手形買取銀行無指定信用状の場合は，信用状の有効期限の当日に手形
買取りのために荷為替手形を為替銀行に呈示すればよいが，手形買取銀行指
定信用状であれば，再割方式による手形買取りが可能であっても，指定銀行
に信用状の有効期限内に荷為替手形を呈示しなければならないから，自己の
取引銀行が指定銀行の場合はよいが，指定銀行でなければ，信用状の有効期
限の当日でなく， 2 • 3日余裕をもって自己の取引銀行に荷為替手形を呈示
しなければ，指定銀行に有効期限内に届かないことになり，代金回収に支障
をきたすことになりかねない。
上述のことから，受益者は手形買取銀行無指定信用状 (OpenCredit)を
入手することが望ましいことがわかるであろう。
なお信用状に手形買取銀行が指定されていなければ，手形買取銀行無指定
信用状とみなしてよい。
13. 支払確約文言
信用状に支払確約文言が記載されているかどうかを確めておく必要があ
る。信用状統一規則を採択していない国との取引においては，取消不能
(irrevocable)であっても，支払確約はしていないとして支払拒絶が行われ
たことがあるので，支払確約文言の有無を点検しておく必要がある。通常，
取消不能信用状には， Wehereby engage with drawers, endorsers and 
bona fide holders that drafts drawn and negotiated in conformity 
with the terms of this credit will be duly honoured on presentation 
and that drafts accepted within the terms of this credit will be 
duly honoured at maturity.のような支払確約文言が記載されている。し
かし時には商品が良好であれば支払うというような留保条件付支払いになっ
ていることもあるので，注意しなければならない。このような支払文言が記
載されておれば，かえって不利になるから，このような場合には直ちに信用
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状の訂正を買主に申し出るべきである。
14. 信用状統一規則適用文言
信用状に統一規則適用文言が記載されているかどうかを点検する。信用状
に Thiscredit is subject to the''Uniform Customs and Practice for 
Documentary Credits (1993 Revision), International Chamber of 
Commerce, Publication No. 500というように信用状統一規則適用文言が
記載されている場合は，信用状関係当事者はこの規則によって拘束され，信
用状にほかに異なる明示のないかぎり，関係当事者の義務と責任，信用状の
取扱いおよび用語解釈などは信用状統一規則にのっとって行われることにな
る。したがって信用状に支払確約文言がなくても，信用状統一規則適用文言
があり， 信用状が取消不能であれば， 支払確約のある信用状とみなされる
し， また分割積みについてなんらの記載がなくとも， 分割積みは許容とな
る。
このほか， 積換え (Transshipment)が許容されているか， また商品や
包装に関して不明確な規定がないか114)なども留意すべき点である。 ただ積
換えについては，信用状統一規則で運送書類を細分化し，それぞれにおいて
積換えの説明を加えたので，かえってわかりにくくしていることを申し添え
ておこう。
（付記） 本稿は日本商業英語学会関西部会（第128回研究発表会， 1994年9月17日）
で研究発表したものに，若干の追加を行ったものである。
なお，れ塙は平成6年度学部共同研究費の交付に基づく研究成果の一部で
ある。
114)詳細は拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点 (lI)」関西大学商学論集第35
巻第3号， 1990年刊， 4~5頁を参照されたい。
